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令和５年度答申第２１号 

令和５年７月２８日  

 

諮問番号 令和５年度諮問第１４号（令和５年７月４日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 平均賃金決定処分に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答申

する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当とはいえない。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号。以下「労災保険法」

という。）１２条の８第１項２号に規定する休業補償給付を受ける権利を有する

Ａ（以下「被災者」という。）が死亡し、その子である審査請求人Ｘ（以下「審

査請求人」という。）が被災者に係る未支給の休業補償給付の支給を請求したこ

とから、Ｂ労働局長（以下「処分庁」という。）が、労働基準法（昭和２２年法

律第４９号）１２条８項の規定に基づき、被災者の平均賃金を決定する処分（以

下「本件決定処分」という。）をしたところ、審査請求人がこれを不服として審

査請求をした事案である。 

１ 関係する法令等の定め 

⑴ 保険給付 

ア 労災保険法７条１項は、この法律による保険給付は、同項各号に掲げる

保険給付とすると規定し、同項１号には、労働者の業務上の負傷、疾病、

障害又は死亡（以下「業務災害」という。）に関する保険給付が掲げられ
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ている。そして、労災保険法１２条の８第１項は、業務災害に関する保険

給付は、同項各号に掲げる保険給付とすると規定し、同項２号には休業補

償給付が掲げられている。 

イ 労災保険法１１条１項は、この法律に基づく保険給付を受ける権利を有

する者が死亡した場合において、その死亡した者に支給すべき保険給付で

まだその者に支給しなかったものがあるときは、その者の配偶者、子、父

母、孫、祖父母又は兄弟姉妹であって、その者の死亡の当時その者と生計

を同じくしていたものは、自己の名で、その未支給の保険給付の支給を請

求することができると規定し、同条３項は、未支給の保険給付を受けるべ

き者の順位は、同条１項に規定する順序によると規定している。 

⑵ 給付基礎日額と算定事由発生日 

労災保険法８条１項は、保険給付の額の算定の基礎として用いる給付基礎

日額は労働基準法１２条の平均賃金に相当する額とし、この場合において、

同条１項の平均賃金を算定すべき事由の発生した日（以下「算定事由発生日」

という。）は、診断によって労災保険法７条１項１号に規定する疾病の発生

が確定した日とすると規定している。 

⑶ 平均賃金 

ア 労働基準法１２条１項は、この法律で平均賃金とは、これを算定すべき

事由の発生した日（算定事由発生日）以前３か月間にその労働者に対して

支払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除した金額をいうと規定し、

同項から同条６項までに平均賃金の算定方法が規定されている。そして、

労働基準法１２条８項は、同条１項から６項までの規定によって算定し得

ない場合の平均賃金は、厚生労働大臣の定めるところによると規定してい

る。 

イ 上記アを受けて制定された昭和２４年労働省告示第５号「労働基準法第

１２条第１項乃至第６項の規定によつて算定し得ない場合の平均賃金」

（以下「本件告示」という。）は、都道府県労働局長が労働基準法１２条

１項から６項までの規定によって算定し得ないと認めた場合の平均賃金は、

厚生労働省労働基準局長の定めるところによると規定している（２条）。 

ウ 上記イを受けて発出された昭和５０年９月２３日付け基発第５５６号労

働省労働基準局長通達「業務上疾病にかかった労働者に係る平均賃金の算

定について」（以下「第５５６号通達」という。）は、労働者が業務上疾

病の診断確定日に既にその疾病の発生のおそれのある作業に従事した事業
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場を離職している場合の災害補償に係る平均賃金については、当該労働者

がその疾病の発生のおそれのある作業に従事した最後の事業場（以下「最

終事業場」という。）を離職した日以前３か月間に支払われた賃金により

算定した金額を基礎とし、算定事由発生日（診断によって疾病発生が確定

した日をいう。以下同じ。）までの賃金水準の上昇を考慮して算定すると

定めている（記１）。 

そして、労働者が最終事業場を離職した日以前３か月間に支払われた賃

金額（以下「離職時の支払賃金額」という。）が不明な場合については、

昭和５１年２月１４日付け基発第１９３号労働省労働基準局長通達「業務

上疾病にかかった労働者の離職時の賃金額が不明な場合の平均賃金の算定

について」（以下「第１９３号通達」という。）が、算定事由発生日を起

算日とし、算定事由発生日に最終事業場で業務に従事した同種労働者の一

人平均の賃金額により推算するなどの方法により推算した金額を基礎とし

て平均賃金を算定すると定めている。ただし、平成２２年４月１２日付け

基監発０４１２第１号厚生労働省労働基準局監督課長通達「業務上疾病に

かかった労働者の離職時の標準報酬月額等が明らかである場合の平均賃金

の算定について」（以下「０４１２第１号通達」という。）は、労働者が

最終事業場を離職しており、賃金台帳等使用者による支払賃金額の記録を

確認することができない事案において、当該労働者の賃金額を証明する資

料として提出された資料から、当該労働者が最終事業場を離職した日以前

３か月間の標準報酬月額（以下「離職時の標準報酬月額」という。）が明

らかである場合には、当該離職時の標準報酬月額を基礎とし、算定事由発

生日までの賃金水準の上昇を考慮して平均賃金を算定して差し支えないと

定めている（記１）。 

⑷ 事務の所轄 

ア 労働者災害補償保険法施行規則（昭和３０年労働省令第２２号。以下

「労災保険法施行規則」という。）１条２項は、労働者災害補償保険に関

する事務は、厚生労働省労働基準局長の指揮監督を受けて、事業場の所在

地を管轄する都道府県労働局長が行うと規定している。 

イ 労災保険法施行規則１条３項は、上記アの事務のうち、保険給付に関す

る事務は、都道府県労働局長の指揮監督を受けて、事業場の所在地を管

轄する労働基準監督署長が行うと規定している。 

ウ したがって、労働基準法１２条８項の規定に基づく平均賃金の算定は、
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都道府県労働局長の所掌事務であるが、Ｂ労働局の管内においては、０

４１２第１号通達に従って平均賃金を算定することができる場合には、

労働基準監督署長がＢ労働局長の補助機関として専決により平均賃金を

決定する（ただし、平均賃金の算定の基礎とする標準報酬月額が当時の

標準報酬月額等級の最上級の等級を適用されているときは、Ｂ労働局長

にりん伺する。）こととし、平均賃金決定通知は、当該労働基準監督署

長名ですることとされている（平成２５年３月４日付けＣ第ａ号Ｂ労働

局労働基準部長通達「「業務上疾病にかかった労働者の賃金額が不明で

ある場合の平均賃金の算定において離職時の標準報酬月額が明らかであ

る場合の取扱いについて」の改正について」（以下「Ｂ労働局第ａ号通

達」という。）の記１及び２の⑴、平成１３年３月２３日付けＤ第ｂ号

Ｂ労働局長通達「平均賃金決定事務について」の記１の⑵。なお、平成

２９年５月２９日付け基監発０５２９第１号・基補発０５２９第１号厚

生労働省労働基準局監督課長・補償課長事務連絡「労働基準法第１２条

第８項の規定に基づく平均賃金の算定について」には、労働基準監督署

長が都道府県労働局長の補助機関として専決により平均賃金を決定した

場合における通知の方法として、都道府県労働局長名で通知する方法と

労働基準監督署長名で通知する方法が示されている（記２）。）。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 

⑴ 被災者は、昭和３４年４月１日にＥ社（以下「本件会社」という。）に入

社し、平成１０年６月２６日に本件会社を退職した。被災者は、昭和３４年

４月から昭和５２年３月までの１８年間、本件会社の施工部門に所属し、複

数の空調・給排水衛生設備工事の現場において、現場監督として施工管理業

務に従事し、間接的に石綿にばく露した。 

（在籍証明書、理由書、使用者報告書、経歴台帳、審査請求人が支給を請求

した被災者に係る未支給の休業補償給付を支給しないとした処分に対する審

査請求についての決定書（以下「決定書」という。）） 

⑵ 被災者は、令和元年５月１８日、Ｆ病院を受診したところ、「肺がん疑い、

びまん性胸膜肥厚」（以下「本件疾病」という。）と診断された。 

（決定書） 

⑶ 被災者は、令和元年７月１７日、Ｇ労働基準監督署長（以下「本件労基署

長」という。）に対し、本件会社の工事現場で石綿にばく露したとして、労
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災保険法１２条の８第１項２号に規定する休業補償給付の支給を請求したが、

令和３年１月８日に死亡した。 

  被災者の配偶者が既に死亡していたため、被災者の子である審査請求人が、

令和３年１月２８日、労災保険法１１項１項及び３項の規定に基づき、本件

労基署長に対し、被災者に係る未支給の休業補償給付の支給を請求したとこ

ろ、本件労基署長は、同年２月１日付けで、被災者には肺がん及びその他の

石綿関連疾患の発症が認められず、本件疾病は業務上の疾病とは認められな

いとして、審査請求人に対し、被災者に係る未支給の休業補償給付を支給し

ないとの処分（以下「本件不支給処分」という。）をした。 

（休業補償給付支給請求書、未支給の保険給付支給請求書、被災者の死亡診

断書及び戸籍全部事項証明書、調査結果復命書（石綿用。復命年月日：令和

３年１月１９日）、決定書） 

⑷ 審査請求人が、Ｈ労働者災害補償保険審査官（以下「本件労災保険審査官」

という。）に対し、本件不支給処分を不服として審査請求をしたところ、本

件労災保険審査官は、令和４年１月２１日付けで、審査請求人に対し、本件

疾病は、石綿による疾病の認定要件を満たしているから、業務上の疾病と認

められ（その発症年月日は、令和元年５月１８日とする。）、休業補償給付

の支給要件に該当するとして、本件不支給処分を取り消すとの決定をした。 

（決定書） 

⑸ 上記⑷の決定を受けて、本件労基署長は、審査請求人に対し、被災者に係

る未支給の休業補償給付の支給の手続を進めようとしたところ、被災者につ

いては、離職時の支払賃金額が不明であり、被保険者記録照会回答票により

離職時の厚生年金保険の標準報酬月額を確認することができるが、当該標準

報酬月額が当時の標準報酬月額等級の最上級の等級を適用されたものであっ

たことから、令和４年３月９日付けで、処分庁に対し、Ｂ労働局第ａ号通達

に基づき、被災者の平均賃金の決定についてりん伺した。 

これを受けて、処分庁は、令和４年４月１４日付けで、本件労基署長に対

し、被災者については、０４１２第１号通達に従い、離職時の厚生年金保険

の標準報酬月額である５９万円を基礎として平均賃金を算定するのが適当で

あり、その算定方法により平均賃金の額を２万０，５８５円７３銭と決定す

る処分（本件決定処分）をしたことを通知した。 

（令和４年３月９日付けの「Ａにかかる平均賃金の決定について」と題する

書面、決裁・供覧文書（件名「Ａに係る平均賃金の決定について」）、同年
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４月１４日付けの「平均賃金の決定について」と題する書面） 

⑹ そこで、本件労基署長は、令和４年４月１９日付けで、審査請求人に対し、

上記⑷の決定により本件不支給処分が取り消されたため、本件疾病を業務上

の疾病と決定し、被災者に係る未支給の休業補償給付を支給することを通知

するとともに、処分庁が被災者の平均賃金の額を２万０，５８５円７３銭と

決定する処分（本件決定処分）をしたことを通知した。 

 （調査結果復命書（復命年月日：令和４年４月１５日）、保険給付等不支給

決定の変更決定通知書、平均賃金決定通知書） 

⑺ 審査請求人は、令和４年７月５日、審査庁に対し、本件決定処分を不服と

して本件審査請求をした。 

（平均賃金審査請求書） 

⑻ 審査庁は、令和５年７月４日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却すべ

きであるとして本件諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

本件決定処分は、上限金額（頭打ち）のある厚生年金保険の標準報酬月額を

用いて被災者の平均賃金を算定しているが、審査請求人が本件審査請求におい

て提出した健康保険資格証明書によれば、被災者の当時の報酬月額は１０７万

３，０００円であったから、本件決定処分においては、被災者の平均賃金が実

際に被災者に支払われていた賃金よりも低く算定されている。 

したがって、本件決定処分の取消しを求める。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 被災者は、休業補償給付の支給を請求したところ、労災保険法８条１項は、

休業補償給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、労働基準法１２条の平

均賃金に相当する額としている。 

また、労働基準法１２条８項は、同条１項から６項までの規定により算定す

ることができない場合の平均賃金は、厚生労働大臣が定めるところによると規

定している。 

処分庁は、労働基準法１２条８項の規定に基づき、本件告示２条、第５５６

号通達及び０４１２第１号通達に従い、労働者の賃金額が不明である場合の取

扱いに準じて、厚生年金保険の標準報酬月額を用いて被災者の平均賃金の額を

２万０，５８５円７３銭と決定する処分（本件決定処分）をした。 

２ これに対し、審査請求人は、被災者は離職時に健康保険に加入しており、そ
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の標準報酬月額は厚生年金保険の標準報酬月額よりも高額であったから、被災

者の平均賃金は健康保険の標準報酬月額を用いて算定すべきであると主張する。 

しかし、上記１のとおり、労働者の賃金額が不明な場合における平均賃金の

算定方法については、第５５６号通達及び０４１２第１号通達に定められてお

り、処分庁は、これらの通達に従い、厚生年金保険の標準報酬月額を用いて被

災者の平均賃金を算定しているから、その算定方法に違法又は不当な点は認め

られない。 

したがって、審査請求人の上記主張は、独自の見解であって、採用すること

ができない。 

３ 以上のとおり、本件決定処分は違法又は不当とは認められず、本件審査請求

は理由がないから棄却すべきである。 

なお、審理員意見書も、以上と同旨の理由を述べた上で、本件審査請求は理

由がないから棄却すべきであるとしている。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

⑴ 一件記録によると、本件審査請求から本件諮問に至るまでの各手続に要し

た期間は、次のとおりである。 

本件審査請求の受付     ：令和４年７月５日 

審理員の指名        ：同年８月１７日 

（本件審査請求の受付から約１か月半） 

反論書の受付        ：同年１０月１８日 

審理員意見書の提出     ：令和５年４月１７日 

（反論書の受付から約６か月） 

本件諮問          ：同年７月４日 

（審理員意見書の提出から約２か月半、本

件審査請求の受付から約１年） 

⑵ そうすると、本件では、①審査請求の受付から審理員の指名までに約１か

月半、②反論書の受付から審理員意見書の提出までに約６か月、③審理員意

見書の提出から諮問までに約２か月半を要した結果、審査請求の受付から諮

問までに約１年の期間を要している。しかし、上記①から③までの各手続に

上記の各期間を要したことについて特段の理由があったとは認められない。

特に、上記②の手続については、反論書が新たな主張や証拠を提出したもの

ではない（反論書には、反論は「審査請求書の理由と同じ」、証拠は「審査
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請求書に添付済」と記載されているだけである。）ことを踏まえると、期間

を要し過ぎたといわざるを得ない。審査庁においては、審査請求事件の進行

管理の仕方を早急に改善する必要がある。 

⑶ 上記⑵で指摘した点以外では、本件審査請求から本件諮問に至るまでの一

連の手続に特段違法又は不当と認めるべき点はうかがわれない。 

２ 本件決定処分の違法性又は不当性について 

⑴ 労災保険法８条１項によれば、保険給付の額の算定の基礎として用いる給

付基礎日額は、労働基準法１２条の平均賃金に相当する額とされ、平均賃金

を算定すべき事由の発生した日（算定事由発生日）は、診断によって労災保

険法７条１項１号に規定する疾病の発生が確定した日（発症年月日）とされ

ている（上記第１の１の⑵）。本件疾病の発病年月日は、令和元年５月１８

日とされている（上記第１の２の⑷）から、本件では、算定事由発生日は、

同日ということになる。そうすると、被災者の平均賃金は、労働基準法１２

条１項から６項までの規定によって、令和元年５月１８日以前３か月間に本

件会社から被災者に支払われた賃金の総額をその期間の総日数で除して算定

することになる（上記第１の１の⑶のア）が、被災者は、平成１０年６月２

６日に本件会社を離職している（上記第１の２の⑴）から、被災者の平均賃

金を労働基準法１２条１項から６項までの規定によって算定することはでき

ない。 

したがって、被災者の平均賃金は、労働基準法１２条８項及び本件告示２

条の委任を受けて厚生労働省労働基準局長が発出した通達に従って算定する

ことになる（上記第１の１の⑶のウ）。本件では、被災者が石綿にばく露し

た最終事業場（本件会社）は存続しているが、被災者が最終事業場を退職し

た平成１０年６月当時の賃金関係書類が残っておらず、被災者が最終事業場

を離職した日以前３か月間に支払われた賃金額（離職時の支払賃金額）が不

明である（決裁・供覧文書（件名「Ａに係る平均賃金の決定について」）、

令和２年６月１７日の電話聴取書）ため、第５５６号通達に従って平均賃金

を算定することができない。そして、離職時の支払賃金額が不明な場合につ

いては、第１９３号通達が、算定事由発生日（診断によって疾病発生が確定

した日）を起算日とし、算定事由発生日に最終事業場で業務に従事した同種

労働者の一人平均の賃金額により推算するなどの方法により推算した金額を

基礎として平均賃金を算定すると定めているが、０４１２第１号通達は、労

働者の賃金額を証明する資料として提出された資料から、離職時の標準報酬
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月額が明らかである場合には、当該離職時の標準報酬月額を基礎とし、算定

事由発生日までの賃金水準の上昇を考慮して平均賃金を算定して差し支えな

いと定めている（上記第１の１の⑶のウ）。 

そこで、処分庁は、被災者については、被保険者記録照会回答票により被

災者が本件会社を離職した当時の厚生年金保険の標準報酬月額（５９万円）

を確認することができるとして、０４１２第１号通達に従い、当該標準報酬

月額を基礎として平均賃金を決定した（上記第１の２の⑸）。 

これに対し、審査請求人は、厚生年金保険の標準報酬月額には上限がある

ところ、被災者の当時の報酬月額は１０７万３，０００円であったから、本

件決定処分においては、被災者の平均賃金が被災者に実際に支払われていた

賃金よりも低く算定されていると主張し、被災者の当時の賃金額を証明する

資料として、被災者に係る健康保険資格証明書を提出した。この健康保険資

格証明書によれば、被災者は、平成９年１０月１日に標準報酬月額が９８万

円、報酬月額が１０７万３，０００円と算定され、平成１０年６月２７日に

健康保険資格を喪失したことを確認することができる。 

⑵ 本件で問題となっている標準報酬月額は、厚生年金保険や健康保険の保険

料額、年金給付額等を算定する基礎として用いられるものであり、社会保険

に関する事務処理の正確化と簡略化を図るため、被保険者の報酬月額に対応

した等級区分に分けられ、実際の報酬月額に近似する一定の切りの良い額と

されている。被災者が本件会社を離職した平成１０年６月当時、標準報酬月

額は、厚生年金保険においては第１級から第３０級までの等級区分に、健康

保険においては第１級から第４０級までの等級区分に分けられていた（平成

２３年１０月３１日開催の厚生労働省社会保障審議会年金部会の第５回会合

の資料２（「標準報酬上限の引上げについて」と題する書面）参照）。 

  したがって、被災者が本件会社を離職した当時、標準報酬月額の最高等級

（Ｂ労働局第ａ号通達にいう「最上級の等級」と同じ。）は、厚生年金保険

においては第３０級（その標準報酬月額は５９万円、これに対応する報酬月

額は５７万５，０００円以上）であったのに対し、健康保険においては第４

０級（その標準報酬月額は９８万円、これに対応する報酬月額は９５万５，

０００円以上）であった（「厚生年金保険 標準報酬月額等級の変遷」と題

する書面、健康保険法の標準報酬及び標準賃金日額の等級区分の改定に関す

る政令（平成４年政令第２２３号）１条参照）。このように、厚生年金保険

及び健康保険においては、標準報酬月額の等級区分及び最高等級の標準報酬
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月額が異なっているが、これは、厚生年金保険においては、保険料額の算定

の基礎となる標準報酬月額が年金額にも反映される報酬比例制度を採用して

いるため、高所得であった者に対する年金額が余り高くならないようにする

という過剰給付の防止の観点などから、健康保険と比較して、標準報酬月額

の等級区分の範囲を狭くし、最高等級の標準報酬月額を低く設定しているか

らである（令和５年７月１４日付けの審査庁の事務連絡・記１（回答４の⑶）

参照）。 

⑶ 一件記録によれば、処分庁が被災者の平均賃金を決定する処分（本件決定

処分）をした当時は、被災者の離職時の厚生年金保険の標準報酬月額が５９

万円であったこと（被保険者記録照会回答票）が判明していただけであるが、

本件審査請求においては、審査請求人が提出した資料（健康保険資格証明書）

により、被災者の離職時の健康保険の標準報酬月額が９８万円であったこと

が判明している（なお、これらの標準報酬月額の算定時点は、いずれも平成

９年１０月１日である。）。そして、上記⑵で検討したところによれば、被

災者の離職時の支払賃金額に近似しているのは、厚生年金保険の標準報酬月

額ではなく、健康保険の標準報酬月額であることが明らかである。 

したがって、本件においては、健康保険の標準報酬月額を用いて被災者の

平均賃金を算定すべきであるから、厚生年金保険の標準報酬月額を用いて被

災者の平均賃金を算定した本件決定処分は、取消しを免れない。 

３ 付言 

⑴ 労災保険法による休業補償給付の制度は、労働災害によって失われた労働

者の稼得能力を適正に評価し、これに基づいた保険給付を行うことによって、

労働基準法上の使用者の補償責任を担保するものである（労働基準法７６条

１項、８４条１項）から、労働災害によって失われた稼得能力は、その当時、

当該労働者に支払われていた賃金額によって評価するのが相当であると解さ

れる。労災保険法が休業補償給付の額は労働基準法１２条の平均賃金に相当

する額である給付基礎日額を用いて算定すると規定し（８条１項）、労働基

準法が平均賃金は算定事由発生日以前３か月間に労働者に支払われた賃金額

（以下「算定事由発生時の支払賃金額」という。）を用いて算定すると規定

している（１２条１項から６項まで）のは、上記の解釈を前提としたものと

いうことができる。 

⑵ 労働基準法は、算定事由発生時の支払賃金額が不明な場合の平均賃金は、

厚生労働大臣の定めるところによると規定している（１２条８項）が、この
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規定は、上記⑴の解釈を前提とすれば、この場合の平均賃金については、算

定事由発生時の支払賃金額が明らかであったならば算定されたであろう額に

近似する額の算定ができる方法により算定すべきことを厚生労働大臣に委任

したものと解するのが相当である。この委任を受けて発出された第５５６号

通達が、労働者が最終事業場を離職している場合における平均賃金について、

離職時の支払賃金額を基礎とし、算定事由発生日までの賃金水準の上昇を考

慮して算定すると定め、また、第１９３号通達が、離職時の支払賃金額が不

明な場合について、算定事由発生日を起算日とし、算定事由発生日に最終事

業場で業務に従事した同種労働者の一人平均の賃金額により推算するなどの

方法により推算した金額を基礎として平均賃金を算定すると定めているのは、

上記委任の趣旨を具体化したものということができる。 

⑶ そうすると、離職時の支払賃金額が不明な場合において、離職時の標準報

酬月額が明らかであるときは、当該離職時の標準報酬月額を用いて平均賃金

を算定して差し支えないと定めている０４１２第１号通達も、上記⑵の委任

の趣旨を具体化したものと解するのが相当である。 

ところで、厚生年金保険においては、健康保険と比較して、標準報酬月額

の等級区分の範囲を狭くし、最高等級の標準報酬月額を低く設定しているた

め、厚生年金保険の標準報酬月額が最高等級を適用されている労働者につい

ては、健康保険の標準報酬月額が厚生年金保険の標準報酬月額を上回ってい

る可能性がある。 

したがって、厚生年金保険の標準報酬月額が最高等級を適用されている労

働者について、０４１２第１号通達に従って平均賃金を算定する場合には、

健康保険の標準報酬月額についても調査する必要があり、健康保険の標準報

酬月額が厚生年金保険の標準報酬月額を上回っているときは、平均賃金は、

当該労働者の離職時の支払賃金額に近似している健康保険の標準報酬月額を

用いて算定すべきであり、そうでなければ、上記⑵の委任の趣旨に反すると

いうべきである。 

⑷ しかし、０４１２第１号通達においては、標準報酬月額を確認する資料と

して、厚生年金保険の標準報酬月額に関する資料（被保険者記録照会回答票

又はねんきん定期便）のみが記載され、健康保険の標準報酬月額に関する資

料（健康保険資格証明書）は記載されていない。また、０４１２第１号通達

を受けて発出された平成２５年４月１５日付け厚生労働省労働基準局監督課

中央労働基準監察監督官事務連絡「賃金台帳等使用者による支払賃金額の記
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録がない申請者に対する教示について」においても、申請者に提出を教示す

べき資料として、厚生年金保険の標準報酬月額に関する資料（被保険者記録

照会回答票又はねんきん定期便）のみが記載され、健康保険の標準報酬月額

に関する資料（健康保険資格証明書）は記載されていない。 

本件のように、厚生年金保険の標準報酬月額が最高等級を適用されている

労働者について、０４１２第１号通達に従って平均賃金を算定する場合には、

上記⑶のとおり、健康保険の標準報酬月額についても調査し、どちらの標準

報酬月額を用いて平均賃金を算定するのが相当であるかについて検討する必

要があるが、上記のとおり、０４１２第１号通達及び上記の事務連絡におい

て、健康保険の標準報酬月額に関する資料が記載されていないため、労働局

又は労働基準監督署の現場においては、上記の調査検討をしていないようで

ある。しかし、このような運用は、上記⑵及び⑶で検討した労働基準法１２

条８項の委任の趣旨に反するというべきである。審査庁においては、関係の

通達、事務連絡等の見直しを早急にすべきである。 

４ まとめ 

以上によれば、本件決定処分は取り消すべきであるから、本件審査請求は

棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、妥当とはいえない。 

よって、結論記載のとおり答申する。 
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